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子育てサポート企業として、 

きのくに信用金庫を認定！ 

～男性の育児休業取得者 3 名、女性の育児休業対象者全員取得～ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

和歌山労働局(局長 中原
なかはら

 正裕
まさひろ

 )は、「次世代育成支援対策推進法」に基づき、 

きのくに信用金庫 

を、育児休業制度等を利用しやすく、子育てしやすい職場環境整備に取り組んだ「子育て

サポート企業」として認定しました。 

これにより、和歌山県内における「くるみん」取得企業は、16 社になりました。 

今回の認定に伴い、下記日程により、和歌山労働局長による認定通知書交付式

を開催いたします。 
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厚生労働省和歌山労働局 

雇用環境・均等室 

監  理  官  上野山 勲 

厚生労働事務官  宮地 くらら 

電    話：０７３―４８８―１１７０ 

Ｆ Ａ Ｘ：０７３－４７５－０１１４ 

Press Release 

［ 認定通知書交付式 ］ 

  日時：平成 28 年 8 月 1 日（月）10:00～ 

  場所：和歌山市黒田 2丁目 3番 3号  和歌山労働局 6階 会議室 

厚生労働省和歌山労働局発表 
 平成28年7月20日（水） 

次世代認定マーク（愛称：くるみん） 
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認定企業概要 

・名 称 ：きのくに信用金庫 

・業 種 ：金融業 

・代表者 ：理事長 田谷 節朗 

・住 所 ：和歌山市本町 2丁目 38 番地 

・労働者数 ：944 名（男性 571 名、女性 373 名）  

 

◎一般事業主行動計画の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎一般事業主行動計画の目標達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 計画期間：平成26年4月1日～平成28年3月31日 

２ 行動計画の内容 

目標 １ 育児休業の取得状況を、計画期間内に次の水準以上にする。 

・男性職員･･･計画期間内に3人以上取得すること。 

・女性職員･･･取得率を80％以上にすること。 

目標 ２ 子供の出生時における休暇取得を促進し、男性の子育て参画への意識を高める。 

目標 ３ アニバーサリー休暇取得を促進し、計画期間内の取得率70％以上とする。 

 

目標 ① ・男性の育児休業取得者 3人 

・女性の育児休業取得率 112％ 

（計画期間内に育児休業等を取得した者の数÷計画期間内に出産した者の数）              

目標 ② ・庫内誌への記事掲載 

     ・子供の出生時に育休取得を人事部により提案 

目標 ③  ・アニバーサリー休暇取得率84.3％ 
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○次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」）に基づき、事業主は労働者が仕事と子

育てを両立させることができるよう雇用環境を整備し、次世代育成支援対策を実施す

るための「一般事業主行動計画」を策定、一般への公表、従業員への周知を行い、都

道府県労働局長に届け出ることとされています（労働者 100 人以下の企業は努力義務）。 

○事業主は、策定した「一般事業主行動計画」を実施し、計画に定めた目標を達成する

など、一定の基準を満たした場合は、申請を行うことにより厚生労働大臣（都道府県

労働局長へ委任）の認定（くるみん認定）を受けることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

次世代認定マーク（愛称：くるみん） 

○認定を受けると、次世代認定マーク「くるみん」を使用することができ、このマーク

を求人広告や名刺、商品等に掲載することで、子育て応援企業として、イメージアッ

プ等の効果が期待されます。 

○また、企業が、「次世代育成支援対策資産」を一般事業主行動計画に記載した上で導

入し、認定を受けた場合に、その資産について、割増償却することができる「くるみ

ん税制」があります。 

改正次世代法が、平成 26 年 4 月 23 日に施行され、法律の有効期限が平成 37 年 3 月

31 日まで 10 年間延長されました。また、新たに、くるみん認定を受けた企業のうち、

特に次世代育成支援対策の実施が優良な企業に対する新たな認定（特例認定）制度が創

設されました（平成 27 年 4 月 1 日施行）。 

 

 

  

 

  届出企業数、届出率 

認定企業数 
  総数 

101人以上 

（義務） 

100人以下 

（努力義務） 

和歌山 375 社 304 社 99.0 ％ 71 社 16 社 

全国 62,219 社 44,198 社 94.4 ％ 18,021 社 2,525 社 

（※）和歌山県の認定企業数は6月末現在、全国は5月末現在の状況

次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく「認定制度」について 

一般事業主行動計画策定届の届出・認定状況 
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 企業名 本社所在地 認定年 

1 日鉄住金鋼鉄和歌山 株式会社 和歌山市 2007、2012 

2 有限会社 シーエスピー 岩出市 2008 

3 医療法人 了生会 古梅記念病院 和歌山市 2008 

4 社会福祉法人 皆楽園 岩出市 2010 

5 太洋工業 株式会社 和歌山市 2012、2014 

6 株式会社 松源 和歌山市 2013 

7 社会福祉法人 和歌山つくし会 岩出市 2013 

8 社会福祉法人 有田川町社会福祉協議会 有田川町 2013 

9 社会福祉法人 愛光園 かつらぎ町 2013 

10 株式会社 紀陽銀行 和歌山市 2013 

11 医療法人 誠佑記念病院 和歌山市 2014 

12 医療法人 裕紫会 中谷病院 和歌山市 2014 

13 社会福祉法人 黒潮園 新宮市 2014 

14 紀陽情報システム 株式会社 和歌山市 2014 

15 株式会社 タカショー 海南市 2014 

16 きのくに信用金庫 和歌山市 2016 

 

和歌山労働局管内認定企業名一覧（平成 28 年 6 月 30 日現在） 


